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平成２５年度
全国学力・学習状況調査（きめ細かい調査）

本調査は，文部科学省が，学校の設置管理者等（教育委員会，学校法人等）の協力を得て実施するものです。

調査実施日：４月24日（水）

調査の目的 ◇義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から，全国的な児童生徒の学力や学習
 状況を把握・分析し，教育施策の成果と課題を検証し，その改善を図る

◇そのような取組を通じて，教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する

◇学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる

調査対象 国・公・私立学校の小学校第６学年，中学校第３学年　原則として全児童生徒

①教科に関する調査（国語，算数・数学）

◎小学校

調査内容

時間割

・身に付けておかなければ後の学年等の学習内容に影
響を及ぼす内容
・実生活において不可欠であり，常に活用できるよう
になっていることが望ましい知識・技能

など

・知識・技能等を実生活の様々な場面に活用する力
・様々な課題解決のための構想を立て，実践し，評
価・改善する力

など

主として「知識」に関する問題（A） 主として「活用」に関する問題（B）

国語A（20分），算数A（20分） 国語B（40分） 算数B（40分） 児童質問紙（20分程度）

1時限目（45分） 2時限目（45分） 3時限目（45分）

②生活習慣や学習環境等に関する質問紙調査

学習意欲，学習方法，学習環境，生活の諸側面等に関する
調査

指導方法に関する取組や人的・物的な教育条件の整
備の状況等に関する調査

児童生徒に対する調査（※） 学校に対する調査

※２５年度調査は，きめ細かい把握・分析ができるよう複数化（３冊子）して実施。

（児童質問紙は，３時限目終了後以降に，各学校の状況に応じて実施。）

◎中学校

数学A（45分）国語B（45分）国語A（45分） 数学B（45分） 生徒質問紙（20分程度）

1時限目（50分） 2時限目（50分） 3時限目（50分） 4時限目（50分）

（生徒質問紙は，４時限目終了後以降に，各学校の状況に応じて実施。）

本体調査（全数調査）

（例）国語の勉強は好きですか，授業の内容はどの程度分かり
ますか，一日にテレビを見る時間，読書時間，勉強時間
の状況　など

（例）学力向上や学習の定着に向けた取組，習熟度別少人数
指導，教育の情報化，教員研修，家庭・地域との連携
の状況　など

（参考１-①）



「４年間のまとめ」(※)で指摘した課題等、これまでの調査で見られた課題についての
改善状況を把握する観点からの問題を出題
※ 国立教育政策研究所において、平成19～22年度の４回の調査結果を分析して、成果と課題を整理した報告書

○ これまでの調査で見られた課題について、依然として課題が見られるものがある。
○ 一方、今回の調査を見る限り、改善状況が見られたものがあるが、これらについて

は引き続き注視が必要。

依然として課題が見られるもの
改善状況が見られたが、
引き続き注視が必要なもの

小

学

校

国語

複数の内容を含む文の中の語句の役
割や語句相互の関係を理解すること

接続語を使って１文を２文に分けて書く
設問 【Ａ 二(1)】(23.6%)

調べて分かった事実に対する自分の
考えを、理由や根拠を明確にして書
くこと

リーフレットの編集に当たり、編集会議で
の意見を受け、該当する資料から必要と
なる複数の内容を取り上げて、自分の考
えを具体的に書く設問 【Ｂ 三】(17.9%)

ことわざの意味を理解すること

「石の上にも三年」の意味として
適切なものを選択する設問

【Ａ 一】(71.3%) 

算数
乗法や除法の意味を理解すること

２つのシートの混み具合を比べる式の
意味について、正しいものを選ぶ設問

【Ａ 】(50.2%)

求積に必要な情報（図形の長
さ・性質）を取り出して面積を
求めること

台形の面積を求める式と答えを
書く設問 【Ａ (3)】(73.5%)

中

学

校

国語 説明的な文章について、表現の仕方
や文章の特徴に注意して読むこと

新聞記事の書き方の特徴を説明した
ものとして適切なものを選択する設問

【Ｂ 一】 (61.6%)

必要となる情報を取り出し、
関係付けて読むこと

市民センターの催し物案内を 読み、
前日までに申込みをしなくても
中学生が参加できる講座を選択
する設問 【Ａ 二】（70.6%）

数学

一定の事柄が成り立つ理由や予想し
た事柄を数学的な表現を用いて説明
すること

安静時心拍数が年齢によらず一定で
あるとするときの目標心拍数の変わり
方を選び、その理由を説明する設問

【Ｂ (3)】(24.7%)

２けたの自然数と、その数の十の位と
一の位を入れかえた数の和を予想し、
説明する設問 【Ｂ (2)】(39.3%)

具体的な事象における数量の関
係を捉え、連立二元一次方程式
をつくること

ノートと鉛筆の値段を求めるため
の連立二元一次方程式をつくる
設問 【Ａ (3)】(83.1%)

● 今年度の調査問題の主な特徴

● 調査結果の概略

【Ａ問題】
平均正答数：11.3問／18問
平均正答率：62.9%

【Ｂ問題】
平均正答数：5.0問／10問
平均正答率：49.6%

【Ａ問題】
平均正答数：14.7問／19問
平均正答率：77.3%

【Ｂ問題】
平均正答数：7.6問／13問
平均正答率：58.6%

【Ａ問題】
平均正答数：24.6問／32問
平均正答率：76.8%

【Ｂ問題】
平均正答数：6.1問／9問
平均正答率：68.0%

【Ａ問題】
平均正答数：23.1問／36問
平均正答率：64.3%

【Ｂ問題】
平均正答数：6.8問／16問
平均正答率：42.4%
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平成２５年度全国学力・学習状況調査
教科に関する調査結果

（参考１－②）



ＰＩＳＡ
ピ ザ

（OECD 生徒の学習到達度調査）の概要 
（PISA＝Programme for International Student Assessment） 

 

※OECD（経済協力開発機構）において実施 

目 的 
 
○ 義務教育終了段階（15 歳）において、それまでに身につけてきた知

識や技能を、実生活の様々な場面で直面する課題にどの程度活用でき

るかを測る。（※学校カリキュラムの習得を測るものではない。） 

 

内 容 
 
○ 読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシーの 3分野の調査 

（実施年によって中心分野を設定して重点的に調査） 
 

※13 種類の内容が異なる問題冊子を使用し、生徒は１種類の問題冊子を 2 時間

で回答。 

 

○ あわせて、生徒質問紙、学校質問紙による調査を実施。 

 

対 象 
 
○ 調査段階で 15 歳 3か月以上 16 歳 2か月以下の学校に通う生徒 

（日本では高等学校１年生が対象） 
 

  ※2009 年調査では、国際ルールに基づいて無作為抽出した結果、我が国から、

高等学校・中等教育学校後期課程・高等専門学校のうち、185 校（学科）・約

6,000 人が参加。 

 

調査実施年 
 
○ 2000 年から 3年ごとに実施。 

  2000 年は読解力、2003 年は数学的リテラシー、2006 年は科学的リテ

ラシーを中心分野として調査し、2009 年は 2 度目の読解力中心の調査

を実施。 

 

 【今後の予定】 

  2012 年 数学的リテラシー （結果公表は 2013 年 12 月） 

  2015 年 科学的リテラシー 

（参考２－①） 



PISA2009の結果

ＯＥＣＤ「生徒の学習到達度調査（ＰＩＳＡ）」における順位の推移

「活用する力」を調査するＰＩＳＡ調査※においては、読解力を中心に生徒の学力は改善傾向

○読解力を中心に我が国の生徒の学力は改善傾向にある。
・各リテラシーとも、2006年調査と比べて、レベル2以下の生徒の割合が減少し、
レベル4以上の生徒の割合が増加している。

・しかしながら、トップレベルの国々と比べると
成績の下位層が多い。

○読解力については、必要な情報を見つけ出し
取り出すことは得意だが、それらの関係性を
理解して解釈したり、自らの知識や経験と結
び付けたりすることがやや苦手である。

○数学的リテラシーについては、OECD平均は上回っているが、トップレベルの国々
とは差がある。

レベル１
以下

レベル2 レベル3 レベル4
以上

日本 13.6% 18.0% 28.0% 40.4%

上海 4.1% 13.3% 28.5% 54.1%
韓国 5.8% 15.4% 33.0% 45.8%

フィンランド 8.1% 16.7% 30.1% 45.1%

香港 8.3% 16.1% 31.4% 44.3%

○読解力の習熟度レベル別割合

※ＰＩＳＡ調査：ＯＥＣＤが実施する１５歳児（高校１年生）を対象とした国際学習到達度調査

※１ 2000年、2003年の共通領域の結果で比較
※２ 出題の枠組みが変わったため、比較可能な共通問題の結果で比較

＜上位グループ＞
５５０点

(２位/３２ヵ国)

科学的
リテラシー

＜上位グループ＞
５５７点

(１位/３２ヵ国)

＜フィンランドに次ぐ
上位グループ＞

５２２点
(８位/３２ヵ国)

＜上位グループ＞
５３４点

(６位/４１ヵ国)

数学的
リテラシー

読解力

＜上位グループ＞
５４８点

(２位/４１ヵ国)

＜ＯＥＣＤ平均と
同程度＞
４９８点

(１４位/４１ヵ国)

ＰＩＳＡ２００３調査ＰＩＳＡ２０００調査

＜ＯＥＣＤ平均と
同程度＞
４９８点

(１５位/５７ヵ国)

＜ＯＥＣＤ平均より
高得点グループ＞

５２３点
(１０位/５７ヵ国)

＜上位グループ＞
５３１点

(６位/５７ヵ国)

ＰＩＳＡ２００６調査

＜ＯＥＣＤ平均より
高得点グループ＞

５２９点
(９位/６５ヵ国)

＜上位グループ＞
５２０点

(８位/６５ヵ国)

＜上位グループ＞
５３９点

(５位/６５ヵ国)

ＰＩＳＡ２００９調査

※１

※２

OECD生徒の学習到達度調査（PISA2009）の結果 （参考２－②）



1 北海道
北海道高等学校学力等実
態調査

本道の高等学校生徒の「確かな学力」を育成
するため、学習指導要領に示された教科の目
標の実現状況を客観的に把握し、指導方法の
工夫改善を図るとともに、調査問題の作成を
通して、各学校におけるテスト問題の質の向
上に資する。

(1) 参加対象校
  ア 道立高校（全日制のみ）及び
　　 道立中等教育学校
　イ 希望する道立高校(定時制)、
     市町村立高校及び私立高校
(2) 調査対象学年
  ・原則として、２学年
　 （ただし、実施する３科目の履
    修が修了していない場合は、
    ３学年または４学年（定時制
    課程）とする。）
  ・参加生徒数は、調査対象学年
    全員を原則とするが、各学校
    が自校の学力の実態を把握
    できるクラス（１学年２学級
　　以上の学校においては、２学
　　級以上）の生徒数とする。

・公立高校（全日制）
  [２２６校(９６．６％)]
  ※道立は全校参加
・公立高校（定時制）
  [５校(１１．４％)]
・私立高校
　[０校]
・道立中等教育学校
  [１校(１００％)]

２年生：１８，５７１人
３年生：８，６３３人
４年生：１２人
　※２年生に中等教育学校の
　　５年生を含む

【道立高校（全日制のみ）は
　悉皆調査】

・４月～５月
・国語（国語総合）、数学（数学
　Ⅰ）、外国語（英語Ⅰ）、学習
　状況等質問紙調査

・平成１７年度研究指定校対
  象に開始
・平成２１年度から全道立高
  校（全日）対象に実施

2 岩手県 基礎力確認調査
教育行政目標（学力向上）の指標として
及び各学校における学習指導の改善のため。

・公立高校（全日制のみ）の１年
　生及び２年生
・希望する私立高校（全日制の
　み）並びに県立特別支援学校高
　等部の１年生及び２年生

・公立高校（全日制のみ）
　［６５校(１００％)］
・私立高校（全日制のみ）
  ［２校(１５．４％)］
・県立特別支援学校高等部
　［５校(３８．５％)]

１年生：約１０，０００人
２年生：約１０，０００人

【公立高校（全日制のみ）は
　悉皆調査】

・４月
・国語、数学、英語、学習状況等
　質問紙調査 ・平成２２年度から実施

3 宮城県 みやぎ学力状況調査
教育行政及び各学校における学習指導の改
善。

・公立高校の１年生及び２年生
・公立高校
　［７９校(１００％)］

１年生：約１５，０００人
２年生：約１５，０００人
【公立高校は悉皆調査】

・７月
・１年生：学習状況等質問紙調査
・２年生：国語、数学、英語、学
　　　　　習状況等質問紙調査

・平成１７年度から全員対象
  に実施
・平成２４年度から復興教育
  支援事業に位置づけて実施

4 神奈川県
神奈川県立高等学校学習
状況調査

学習指導要領の各教科・科目の目標、内容に
照らした生徒の学習状況及び学習意識につい
て調査を行い、継続的に把握・分析すること
により、各学校での継続的な教科指導の改善
を図る。

・県立高校（全日制のみ）の２年
　生
・県立中等教育学校の５年生

・県立高校（全日制のみ）
　［１３９校(１００％)］
・県立中等教育学校
　［２校(１００％)］

（県立高校）
・２年生：約３８，２００人
（県立中等教育学校）
・５年生：約３００人

【県立高校（全日制のみ）は
　悉皆調査】

・６月
・国語、数学、英語、学習状況等
　質問紙調査

・平成１６年度から抽出によ
　り実施
・平成２０年度より全員対象
　に実施
・平成２１年度より隔年実施

5 長野県 学力実態・意識調査
教育行政及び各学校における学習指導とキャ
リア教育の改善。

・公立高校の１年生及び２年生の
　各１クラス

・公立高校
  ［８６校(１００％)］

・１年生：約３，６００人
・２年生：約３，６００人

・１２月～１月
・国語、数学、英語、学習状況等
　質問紙調査

・平成２１年度までは４年に
　１回、１，２年生の約８％
　に実施
・平成２４年度からは、毎年
　実施予定

6 愛知県
高等学校新入学生徒学力
調査

中高連携に資する資料及び高等学校（特別支
援学校高等部を含む）第１学年における指導
上の参考資料を得るため。

・希望する公立・私立高校（全日
　制のみ）及び県立特別支援学校
　高等部の新入学生

・公立・私立高校(全日制のみ)
　、県立特別支援学校高等部

　国語１０６校
 ［うち県立91校(53.0％)］
　英語１１２校
 ［うち県立97校(56.4％)］
  数学１３２校
 ［うち県立115校(66.9％)］

・新入学生徒
　国語：約２８，３００人
　英語：約３１，３００人
　数学：約３３，３００人

・３月下旬～４月中旬 ・国語、数学、英語
・英語は昭和２９年度から、
  国語と数学は昭和３０年度
　から実施

7 京都府 府立高校実力テスト
生徒の学力実態を把握した上で、教科指導の
充実等を図るとともに、一人一人の希望進路
の実現に役立てる。

・府立高校（全日制のみ）の１年
　生及び２年生
・府立盲学校、府立聾学校の１年
　生及び２年生

・府立高校（全日制のみ）
　［４６校(１００％)］
・府立盲学校
　［１校(１００％）］
・府立聾学校
　［１校(１００％）］

１年生：約１３，０００人
２年生：約１３，０００人

【府立高校（全日制のみ）は
　悉皆調査】

・１年生：４月、１月
・２年生：６月、１月

・１年生：国語、数学、英語
　　　　　※平成２５年１月は質
　　　　　　問紙調査も実施予定
・２年生：国語、数学、英語

・平成２年度から全校実施

実施時期 教科・科目 その他趣旨・目的 対象者 調査対象 対象人数都道府県NO 名称

高等学校段階における学力調査　実施道府県一覧（平成２４年度）
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実施時期 教科・科目 その他趣旨・目的 対象者 調査対象 対象人数都道府県NO 名称

8 広島県
広島県高等学校共通学力
テスト

結果の分析を通して，学習指導要領における
教科・科目の目標の達成状況を把握し、今後
の各学校における指導内容や指導方法の工
夫・改善に役立てる。

・公立高校の１年生及び２年生
・公立特別支援学校で高校に準ず
　る教育課程を履修している１年
　生及び２年生

・公立高校
 ［９２校(１００％)］
・高校に準ずる教育課程を置い
　ている公立特別支援学校
 ［６校(１００％)］

１年生：約１７，０００人
２年生：約１６，０００人
（Ｈ２３年度実績）

【公立高校は悉皆調査】

・１１月

・１年生：国語(国語総合）、数
　　　　　学（数学Ⅰ・数学活
　　　　　用）、外国語（英語
　　　　　Ⅰ・オーラル・コミュ
　　　　　ニケーションⅠ）、学
　　　　　習状況等質問紙調査
・２年生：国語(国語総合）、数
　　　　　学（数学Ⅰ・数学基
　　　　　礎）、外国語（英語
　　　　　Ⅰ・オーラル・コミュ
　　　　　ニケーションⅠ）、学
　　　　　習状況等質問紙調査

・平成１４年度から実施

県下一斉英語学力テスト
県下の高校生の英語力の把握と、各学校にお
ける学習指導の改善。

・希望する公立・私立高校（全日
　制のみ）並びに県立特別支援学
　校高等部の１年生及び２年生

・公立・私立高校(全日制のみ)
　、県立特別支援学校高等部
　１年生
　［３７校(７４％)］
　２年生Ａ
　［２４校(４８％)］
　２年生Ｂ
　［２５校(５０％)］

１年生　：６，０９７人
２年生Ａ：２，５５６人
２年生Ｂ：３，７７２人

・４月

・１年生：ペーパーテスト及びリ
　　　　　スニングテスト
・２年生：難易度の異なるＡ、Ｂ
　　　　　２種類のペーパーテス
　　　　　トから各学校で選択

数学学力テスト
県下の高校生の数学学力の把握と、各学校に
おける学習指導の改善。

・希望する公立・私立高校（全日
　制のみ）並びに県立特別支援学
　校高等部の１年生及び２年生

・公立・私立高校(全日制のみ)
  、県立特別支援学校高等部
　１年生その１
　［２６校(５２％)］
　１年生その２
　［２５校(５０％)］
　２年生その１
　［２４校(４８％)］
　２年生その２
　［２３校(４６％)］

１年生その１：４，０１４人
１年生その２：３，４４３人
２年生その１：３，１３１人
２年生その２：３，３３１人

・４月

・１年生、２年生とも、難易度の
　異なるその１、その２の２種類
　のペーパーテストから各学校で
　選択

10 高知県 学力定着把握調査

新１年生の高等学校入学以前の学習事項の定
着度や課題の分析、高校入学以降の学力向上
対策の研究、県全体の学習指導の共有と向
上。

・県立高校（全日制及び多部制昼
　間部のみ）の１年生
・県が指定する県立高校（全日制
　及び多部制昼間部のみ）の２年
　生

・県立高校（全日制及び多部制
　昼間部のみ）
　１年生
　［３６校(１００％)］
　２年生（県指定）
　［１２校(３２．４％)］

１年生：約４，５００人
２年生：約６００人

【県立高校（全日制及び多部
　制昼間部のみ）の１年生は
　悉皆調査】

・１年生：年間２回
 （４～５月、９～１０
　 月）
・２年生：年間１回
 （４～５月）

・国語、数学、英語、学習状況等
　質問紙調査

・平成２４年度より「学力向
　上対策の研究」事業として
　実施
・平成２３年度までは、全１
　年生対象に学習支援テスト
　を実施

専門高校等共通到達テス
ト

学習内容の定着状況を把握し、その結果を分
析・検討することで、各学校における指導の
改善を図り、生徒の学力向上に資する。

・公立高校(全日制のみ）のうち、
　農・工・商・家・水・総合学科
　及び就職希望の多い普通科の１
　年生及び２年生

・公立専門高校等(全日制のみ)
 ［２４校］

１年生：約３，０００人
２年生：約３，０００人
（Ｈ２３年度実績）

・６月

・１年生：中学校における国語、
　　　　　数学、英語
・２年生：第１学年の国語（国語
　　　　　総合）、数学(数学
　　　　　Ⅰ）、英語（英語Ⅰ）

・平成２３年度から実施
・教員を対象に指導方法等に
　関する調査も実施

学習習慣等実態調査
生徒の学習実態や学習の対する意識を把握す
ることで、指導上の課題を明らかにし、その
改善を図る。

・公立高校（全日制のみ）の１年
　生及び２年生

・公立高校(全日制のみ）
 ［４７校(１００％)］

１年生：約８，０００人
２年生：約８，３００人
（Ｈ２３年度実績）

【公立高校（全日制のみ）は
　悉皆調査】

・７月までに実施 ・学習状況等質問紙調査
・平成１７年度から実施をし
　ているが、今回報告の形式
　は平成２３年度から実施

12 沖縄県 達成度テスト

高校1年生で学習した基礎的基本的事項の達成
状況を把握し、各学校における生徒の学習の
反省及び教師の指導法の工夫改善に資すると
ともに、県の教育施策資料として活用する。

・県立高校の２年生
・県立高校
 ［６０校(１００)％］

２年生：約１５，０００人

【県立高校は悉皆調査】
・４月 ・国語、数学、英語

・平成３年から１４年までは
　毎年実施していたが、平成
　１５年度より３年毎の実施

＜※参考　学力テストを伴わない調査＞

1 福井県
学習と進路に関するアン
ケート

生徒の学習意欲の喚起、教師の授業改善およ
び指導力向上、クラスおよび学校経営の改
善。

・県立高校の全生徒 ・全県立高校

１年生：約６，０００人
２年生：約６，０００人
３年生：約６，０００人
４年生：約１００人
　　　 （定時制のみ）

・７月

・全学年：学習状況等質問紙調査
　授業や学習に関すること
　進路意識・キャリア教育に関
  すること
　家庭学習・生活に関すること

・平成２４年度から実施

2 兵庫県
高校生生活実態学力状況
調査

学校の現状を踏まえたうえで、学力の向上を
推進するため。

・県が指定する県立高校の１～３
　年生

・学力向上研究校３０校
１年生：７，２３８人
２年生：６，５４１人
３年生：６，６３７人

・７月 ・学習状況等質問紙調査
・県立高等学校全校に行って
　いた調査を研究校に対して
　項目を精選して実施

名称

9

11

香川県

大分県

実施時期 教科・科目 その他趣旨・目的 対象者 調査対象 対象人数NO 都道府県
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高等学校における「必履修教科・科目」と「共通必履修科目」等について
平成２１年学習指導要領改訂の考え方）（

※ 「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」（平成20年１月17日

中央教育審議会答申）及び「高等学校学習指導要領解説総則編」（平成21年11月）より

【改訂の考え方】
高校生に最低限必要な知識・技能と教養の幅を確保するという「必履修教科・科目」
の趣旨（共通性）と学校の創意工夫を生かすための裁量や生徒の選択の幅の拡大
（多様性）とのバランスを図る。

高等学校における教科・科目等の構成について

１ 教科・科目

①必履修教科・科目（共通必履修科目を含む）

②各学科に共通する教科・科目のうち必履修教科・科目以外の教科・科目

③学校設定教科・科目：地域、学校及び生徒の実態、学科の特色等に応じ、特色ある教育課
程の編成に資するよう、各学校で設定する各学科に共通する教科・
科目以外の教科・科目
＊卒業単位数に含めることができるのは２０単位以内

（すべての生徒に履修させる必要）２ 総合的な学習の時間

（ホームルーム活動 、生徒会活動及び学校行事から構成）３ 特別活動 ＜原則年間３５単位時間以上＞

※ 卒業までに修得させる単位数は７４単位以上

※ 学校においては，卒業までに修得させる単位数を定め、校長は、当該単位数を修得した
者で、特別活動の成果がその目標からみて満足できると認められるものについて、高等学校
の全課程の修了を認定。

「必履修教科・科目」について

○ 学習指導要領に定める高等学校の「必履修教科・科目 （すべての生」
徒に履修させる教科・科目）は 「高等学校とは何か」ということを学、
習内容の面から国が示したもの。

○ 共通性と多様性のバランスに配慮し、各「必履修教科・科目」の単位
数を原則として改訂前より増加させないこととした （合計で最低３１。
単位）

共通必履修科目」について「

○ 学習の基盤であり、広い意味での言語を活用する能力とも言うべき力を高
める国語、数学、外国語の必履修科目については、すべての高校生が共通
に履修する「共通必履修科目」を設けることで、高等学校の教育課程の共通
性を高めることとした。

○ 具体的には、「国語総合」「数学Ⅰ」「コミュニケーション英語Ⅰ」を「共通必
履修科目」として設定。

- 4 -

（参考４－①）



高等学校の各学科に共通する教科・科目等及び標準単位数
〔 平成２１年告示 〕 〔 平成１１年告示 〕

標準 必履修 標準 必履修教科 科 目 教科 科 目
科目 科目単位数 単位数

４ ２国語総合 ○ 国語表現Ⅰ２単位まで減可

国語表現 国語表現Ⅱ ○３ ２
２ ４国語 国語現代文Ａ 国語総合
４ ４現代文Ｂ 現代文
２ ４古典Ａ 古典
４ ２古典Ｂ 古典講読

世界史Ａ ○ 世界史Ａ ○２ ２
４ ４世界史Ｂ 世界史Ｂ
２ ２地理 地理日本史Ａ 日本史Ａ

日本史Ｂ ○ 日本史Ｂ ○歴史 歴史４ ４
２ ２地理Ａ 地理Ａ
４ ４地理Ｂ 地理Ｂ

｢現代社会｣又は ｢現代社会｣又は現代社会 現代社会２ ２
｢倫理｣･｢政治･経 ｢倫理｣･｢政治･経公民 公民倫理 倫理２ ２
済｣ 済｣政治・経済 政治・経済２ ２

○ 数学基礎 ○数学Ⅰ ３ ２２単位まで減可

４ ３数学Ⅱ 数学Ⅰ
５ ４数学Ⅲ 数学Ⅱ
２ ３数学 数学数学Ａ 数学Ⅲ
２ ２数学Ｂ 数学Ａ
２ ２数学活用 数学Ｂ

２数学Ｃ

２ ２科学と人間生活 理科基礎
「科学と人 ２ 科 目物理基礎 理科総合Ａ２ ２
間生活」を ( ｢理科基物理 理科総合Ｂ４ ２
含む２科目 礎｣｢理科総化学基礎 物理Ⅰ２ ３
又は 合A ｣又は化学 物理Ⅱ４ ３
基礎を付し ｢理科総合理科 理科生物基礎 化学Ⅰ２ ３
た科目を３ B｣を少なく生物 化学Ⅱ４ ３
科目 とも１科目地学基礎 生物Ⅰ２ ３

含む｡)地学 生物Ⅱ４ ３
１ ３理科課題研究 地学Ⅰ

３地学Ⅱ

体育 ○ 体育 ○保健 保健7～8 7～8
保健 ○ 保健 ○体育 体育２ ２

２ ２音楽Ⅰ 音楽Ⅰ
２ ２音楽Ⅱ 音楽Ⅱ
２ ２音楽Ⅲ 音楽Ⅲ

美術Ⅰ ○ 美術Ⅰ ○２ ２
２ ２美術Ⅱ 美術Ⅱ
２ ２芸術 芸術美術Ⅲ 美術Ⅲ
２ ２工芸Ⅰ 工芸Ⅰ
２ ２工芸Ⅱ 工芸Ⅱ
２ ２工芸Ⅲ 工芸Ⅲ
２ ２書道Ⅰ 書道Ⅰ
２ ２書道Ⅱ 書道Ⅱ
２ ２書道Ⅲ 書道Ⅲ

２ ２ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語基礎 ｵｰﾗﾙ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ
○ ｵｰﾗﾙ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ ○ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ ３ ４２単位まで減可 Ⅱ

４ ３外国語 外国語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ 英語Ⅰ
４ ４ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅲ 英語Ⅱ
２ ４英語表現Ⅰ ﾘｰ ｨﾝデ グ
４ ４英語表現Ⅱ ﾗｲﾃｨﾝグ
２英語会話

２家庭基礎 家庭基礎２
家庭総合 ○ 家庭総合 ○家庭 家庭４ ４

４ ４生活デザイン 生活技術

２ ２社会と情報 ○ 情報Ａ
情報の科学 情報Ｂ ○情報 情報２ ２

２情報Ｃ

○ ○総合的な学習の時間 3～6 総合的な学習の時間 3～6２単位まで減可

赤字は共通必履修科目※

（参考４－②）


